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2. 研究奨励費は一論文につき、金 5 万円とし、特別会計(1特別事業費『研究奨励費~)より
支出する。
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編集後記
『学校経営研究』第37巻をお届けします。今回の特集は、 「学校を支援する教育委員会
の機能と課題一市町村教育委員会の改善論-Jをテーマに編集しています。地方教育行政
法の改正をはじめとする教育改革や分権改革の進展とともに教育委員会の役割・機能をめ
ぐっては、廃止論も含めさまざまな議論が繰り広げられてきました。それ以前かららも，
教育委員会制度成立当初の理念の形骸化が指摘され、その活性化や改善も叫ばれてきまし
た。また、学校経営学の立場からは、学校経営や学校改善に教育委員会の支援は重要で不
可欠であると常に主張されてきました。近年、学校組織マネジメントや学校評価、 「新し
し1職jの導入等に伴い、教育委員会には新たな役割・機能が課せられています。さらには、
分権化の中で教育委員会には学校現場や地域住民の要望を吸い上げるとともに、地域独自
の教育政策の形成に関与していくことが求められています。本特集では、こうした教育委
員会をめぐる現代的課題を踏まえながら、学校を支援する教育委員会の機能と課題という
観点から、特に市町村教育委員会に焦点を当てて検討することを目的に編集しております。
自由研究論文については3本の提出があり、厳正な審査の結果、 2件が掲載となりまし
た。
特別論文については、平井貴美代会員による論文を掲載することができました。
書評には、堀内孜会員の編著『公教育経営の展開』を取り上げました。本書は、本研究
会の創設以来の中心的メンバーとしてご活躍いただいている堀内会員の京都教育大学の退
任を機に、同会員のもとで学んだ研究者、教育実践者を執筆者として刊行されたものであ
ります。
なお、本巻より「研究ノート」の欄を復活しております。これを基に、さらに本格的な
論文作成に向けて活用していくことを期待しております。
本巻の編集をもって現体制下での紀要編集委員会の 3年間の任を終えます。この問、ご
多用の中、ご執筆等をいただいた方々や編集にご協力いただいた方々にお礼を申し上げま
す。
2012年4月 1日
紀要編集委員長 北神正行
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